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食料生産地域再生のための先端技術展開事業 

平成 24 年度公募研究課題（漁業・漁村型） 

（案） 



研究課題案①：天然資源への影響を軽減した持続的な漁業・養殖業生産システ

ムの実用化・実証研究 
（第１回検討会時名称：持続的な漁業・養殖業生産システムの研究開発） 

 

１ 解決すべき課題 

 

東日本大震災により被災した地域は資源豊かな漁場であるが、津波により海洋環境が大きく変化

するとともに、基幹的な水産インフラが損傷しており、漁業資源の回復の遅れや当該地域での漁業生

産性の著しい低下が懸念されている。このような状況下、当該地域の漁業・漁村を復興していく上で

は、漁業資源の回復に資する増殖・養殖の促進や天然資源への負荷を軽減し、資源を適切に管理した

水産業の展開が必要な状況となっている。 

具体的には、岩手県沿岸地域において増殖・養殖が行われている重要な魚介類について、効率的・

効果的な増殖・養殖技術を導入し、漁業従事者の作業効率の向上と収益性の向上を図るとともに、経

験に基づく競争的操業から的確な漁海況情報の把握と当該情報の共有により協業的・効率的操業に転

換を図ることで、天然資源への負荷を制御することが必要と考えられる。このため、当該資源管理型

漁業を推進する上で必要な新たな増殖・養殖技術、漁海況の予測技術を実用化・実証し、被災地のみ

ならず我が国の沿岸漁業・養殖業のモデルを提示する必要がある。 

 

２ 関連技術開発の現状 

 

（１）沖合域においては、生態系モデルによる漁海況予測が可能であるが、複雑な海岸構造を持つ沿

岸域への適用が課題となっている。 

（２）種苗放流を中心とした増殖技術が実用化されている。 

（３）藻場等の造成技術、種苗放流技術、資源管理のそれぞれについては一定の技術レベルに達してい

るが、ベストミックスな導入が進んでいない。 

（４）ワカメ刈り取り機、高速塩蔵機などの個々の機械が開発されている。 

 

３ 研究開発の具体的内容 

 

（１） 漁海況予測情報、生態系予測モデルを活用した沿岸漁業技術等の実用化・実証研究 

リモートセンシング、沿岸観測データ、ＧＩＳ（地理情報システム）等の様々な観測手段を活用

しつつ、沿岸域における漁況、海況を予測し、漁業関係者に判り易く配信するシステムを実用化、

実証する。また漁場形成や資源の賦存量を予測する技術を導入し、津波により海洋環境の変化し

た三陸沿岸域において、沿岸生態系の修復、重要な水産資源の合理的な管理・配分等を行えるシ

ステムの実用化・実証を行う。 

これら技術を、三陸沿岸部における沿岸漁業の中で実証し、科学的知見に基づく省エネ・省コス

ト型の沿岸漁業等の技術体系を確立し、復興に活用する。 

 

 



（２）三陸沿岸の水産資源の増殖・養殖技術の高度化・効率化・体系化のための実用化・実証研究 

三陸沿岸の貴重な水産資源であるサケ・アワビ・ワカメ等、又は今後各地域の復興計画等におい

て新たに産地形成が具体的に見込まれる資源に関し、増殖・養殖技術を高度化し生残率の向上や

品質の向上を図る。具体的には、サケ等の回帰率の向上、アワビ等の自律的再生産能力の向上、

ワカメの自動収穫技術等の活用による養殖の大規模化・効率化など、復興に取り組む漁業者が活

用し易く、飛躍的に効率的な技術を体系化し、実証することにより復興に活用する。 

なお、平成２３年度補正予算で『アワビの緊急増殖研究』を実施中であり、アワビの増殖技術の

高度化・効率化に係る技術的課題は公募対象に含めない。ただし、本研究課題の着手後において

は、本研究課題とアワビの増殖研究とは密接に連携して事業展開を行うこととする。 

 

なお、上記研究開発の現地実証については、原則、釜石市周辺地域に設定している「研究・実証地区」

にて研究を実施することとする。 

 

  （第１回検討会資料の記述） 

（１）沿岸域における漁海況解析・予測・配信システムの開発 

リモートセンシング、沿岸観測データ、ＧＩＳ（地理情報システム）等を活用した沿岸域の漁場

形成予測技術を導入し、沿岸域において漁場形成情報に基づく省エネ・省コスト型漁業と合理的な資

源配分システムを実証する。 

（２）サケ、アワビ等の増殖技術の高度化 

増殖技術の高度化を図り、サケ等の回帰率の向上、アワビ等の自律的再生産能力の回復を通じて、

生産性の高い増殖システム（プラント）を実用化する。 

（３）生態系管理による沿岸資源の増殖技術の開発 

津波により壊滅的な被害を受けた三陸沿岸地域の重要魚介類の生産性を向上させるため、最新の

沿岸観測技術等を活用した沿岸生態系の修復・管理技術を確立する。 

（４）ワカメ等養殖の大規模化・効率化技術の開発 

海況観測技術、ワカメ自動刈取り機等の技術の組み合わせにより、養殖の大規模化、効率化に資

する養殖システムを構築する。 

 

４ 研究開発の目標 

 

 

 

 個別の研究課題の分野ごとの達成目標の水準を以下とする。本研究の実施により、実証研究を実施し

た地域、または三陸沿岸の漁業地域における漁業者や、漁業協同組合などの単位で、東日本大震災の被

災前の漁業に比して、生産コストの半減、もしくは生産コストに対する収益の割合（収益率）が２倍に

なるような技術体系の確立を行う。 

（１） 漁海況予測情報、生態系予測モデルを活用した沿岸漁業技術の実用化・実証研究 

本技術の活用による漁業者間の合理的な漁獲資源配分の実践を通じ、当該研究・実証地区にお



ける重要魚介類の漁獲量を平均 20％向上させる。 

 

（２） 三陸沿岸の水産資源の増殖・養殖技術の高度化・効率化・体系化のための実用化・実証研究 

例えば、サケ・アワビ等の増殖については 20％の生産性向上を、ワカメ養殖業については

30％の収益率の向上を図る。 

 

なお、この目標に達するため、研究開発の具体的内容（１）及び（２）における研究内容と目標、

更には各研究内容の目標を精査し、年度ごとの達成目標や復興への寄与を明確化した上で、提案書

に記述することとする。 

 

（第１回検討会資料の記述） 

三陸沿岸地域で以下のような技術実証を行い、天然資源への影響を軽減しつつ、資源を効率的に活用

した水産業及び漁業経営モデルを提示する。 

（１）沿岸域における漁海況解析・予測・配信システムの開発 

リモートセンシング及び沿岸観測データを活用した沿岸域の漁場形成予測システムを開発すること

とし、特に、沿岸域における漁場形成情報に基づく、漁業者の合理的な漁獲資源配分や効果的なサケ等

の定置網入網設置技術を開発する。 

（２）サケ、アワビ等の増殖技術の高度化 

増殖技術の高度化を図り、サケ等の回帰率の向上、アワビ等の自律的再生産能力の回復を通じて、20％

程度の生産性向上が可能な増殖システムを開発する。 

（３）生態系管理による沿岸資源の増殖技術の開発 

津波により壊滅的な被害を受けた沿岸生態系の修復・管理技術等の確立により三陸沿岸地域の重要魚

介類の漁獲量を平均 20％向上させる。 

（４）ワカメ等養殖の大規模化・効率化技術の開発 

これまでに開発された機器を組み合わせ、ワカメの大規模養殖システムの構築により、ワカメ養殖業

の収益を 30％増加させる。 

 

 

５ 研究スケジュール 

 

 具体的な研究スケジュールは公募に基づき提案される研究計画書に基づき研究が推進されることと

なるが、概ね以下の形で研究が推進されることを想定している。 

ただし、地域の復興の進展状況、本事業以外の研究・技術開発との連携等に応じ、研究計画の前倒し

や早期終了が検討されることが妥当である。 

 

 第Ⅰ期（H23～H25） 第Ⅱ期（H26～H27） 第Ⅲ期（H28～H29） 

○沿岸域における漁

海況解析・予測・配

信システムの開発 

  

デ ー タ 収

集・解析シ

ステムの構

 

システム及

びデータ管

理プラット

 

データ収集・解析システ

ムの試験運用・改善 

 

データ共有

による効率

的操業の実

 

本格導入 

 



築 

 

フォームの

構築 

証・検証 

○サケ、アワビ等の

増殖技術の高度化 

 

 

アワビの再

成熟採卵試

験 

 

 

 

アワビのゾーニング放流

試験 

 

 

サケ初期生残向上試験 

 

 

アワビの再

成熟採卵試

験の評価 

 

サケ初期生

残向上の実

証 

 

ゾーニング

放流技術の

評価 

 

サケ初期生

残向上の実

証 

 

経営改善効

果の検討 

 

 

回帰率によ

る効果評価 

 

 

新技術の汎

用化・普及

 

 

ふ化場への

本格導入 

 

○生態系管理による

沿岸資源の増殖技術

の開発 

  

三次元 GIS

による沿岸

生態系の把

握 

 

望ましい修

復手法の検

討 

 

三次元 GIS

による生態

系管理シミ

ュレーショ

ン 

修復法の検

討 

 

生態系修復法の実証・検証 

 

最適な組み合わせの検討 

 

 

最適な修復

法の提示、

本格導入 

 

○ワカメ等養殖の大

規模化・効率化技術

の開発 

 

  

大規模養殖

施設の確保

刈り取り機

等の機器整

備・性能評

価 

 

大規模養殖の実証・検証 

 

個別機器の改善 

 

 

県内養殖施設への 

実装・普及 

 

６ 研究期間  

    平成２４年度～平成２９年度（最長） 

※ 地域の復興の進展状況、本事業以外の研究・技術開発との連携等に応じ、研究計画の前倒しや

早期終了を図る場合がありうる。 

※ なお、研究開発の目標に対し著しく進捗の悪い課題、十分な成果達成が見込めない課題、研究

全体の成果達成への寄与が不明確な課題については、事業途中で中断する場合がある。 

７ 委託研究経費限度額 

 

平成 24 年度における本研究課題に係る研究経費（（１）及び（２）の合計）の限度額は、 

[○○○千円]（70,000～100,000 千円）とする。 



８ その他留意事項 

  

（１） 研究成果の普及・実用化を促すため、研究グループには、都道府県普及指導センター、民間企

業、協同組合等、研究成果の普及を担う機関（普及支援組織）の参画をすることが望ましい。 

 

（２） 被災地の復興等の動きと整合性の取れた研究開発を行うため、研究推進上必要となる運営委員

会等において農林水産技術会議事務局との間で研究内容について調整する外、岩手県の行政部局

や公設試験場等との連携を図り、そのニーズの把握に努めることとする。 

 

（３） 本公募課題の（１）又は（２）の全体をカバーする研究となっていないものの、被災地の復興

計画の加速上、高いニーズが認められる個別要素技術が研究期間の当初又は途中で提案される場

合にあっては、『研究開発の目標』の達成に向けて組合せ・体系化することの有効性等を検討す

る。 

 

（４） 採択された研究課題については、定期的に研究評価を実施することとし、評価の結果、進捗の

悪い課題、十分な成果達成が見込めない課題、研究全体の成果達成への寄与が低い課題について

見直しや中止を求めることとなる。その際の判断する根拠として、提案書に記載される『研究開

発の目標』については、委託先および研究計画が決定したのち、その細部について明確化を求め

る 

なお、本研究で導入される先端技術については、技術の導入効果や、経営体における経営へ

の影響については、「大規模実証研究」とは別に、「技術・経営分析技術開発研究」として評価を

行う。 

 

（５） 研究の推進に際しては、他の研究事業との研究計画の重複を排除するとともに、採択後の研究

推進においては、双方の事業の有機的な連携が図られることを求める。 

また、研究計画中の小課題間においても、研究の組合せ等を推進し、個々の技術を体系化す

る際に、漁業者等に判りやすい成果になるよう留意する。 

 

（６） 技術展開方針検討会は、農業・農村実証研究に係る検討会と、漁業・漁村実証研究の検討会に

分けて、議論がされていることから、それぞれの検討会において出された意見のうち、他の分野

の研究にも反映することが妥当と判断された事項については、当該検討会の外部有識者等の同意

を得て、公募要領において追加的に付記することとする。 

 

（７） 研究成果については、被災地域を含め、全国への適切な情報発信について積極的な対応を求め

る。 

 

 

  



 

  

被災地域において、高度な資源管理、増殖技術等を確立

漁業、養殖業の効率性と生産性を向上、重要漁業資源の持続的利用等を実現
漁業、養殖業の共同化・集約化等により、地域全体での計画的な漁業・養殖業生産を実現

東日本大震災では、漁港ライフラインを喪失し、海況変化が資源管理に甚大な影響が及ぶ。
船、漁具、加工施設等の生産資本を喪失した漁業者が出現し、産業の効率性、生産性が低下。

高精度漁海況予報、生態系モニタリングシステムの導入、ＩＣＴの活用、

高度資源管理・増殖技術の確立、地域全体での計画的な漁業・養殖業生産の実現

参画予定機関：水産総合研究センター、宇宙航空研究機構、
海洋研究開発機構、民間企業、大学、公設試

 リモ－トセンシング、ＩＣＴを活用し

た漁海況予報、生態系モニタリングシ
ステムの導入

 イルカ型ソナーによる魚群探査技
術、アワビの資源回復技術等の導入

 共同化、集約化による効率的な漁
業・養殖業生産システムの導入

 海洋生態系情報、漁況予報の携
帯電話配信システムの実証
 アワビ、サケ等の高度増殖技術の
実証

 漁業、養殖業の省力化、軽労化技
術（ワカメ自動刈り取りシステム等）
の実証

 海域の生産性を向上させるとともに、
効率的な共同生産システムを実現

持
続
的
な
漁
業･

養
殖
業
の
実
現

人工衛星

漁業者

自動観測ブイ

調査船

漁
海
況
予
報
シ
ス
テ
ム

生
態
系
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
シ
ス
テ
ム

資源管理計
画等の策定

漁業情報

環境データ

環境データ

試験操業
データ

衛星データ

資源管理の導入

種苗放流の実施

漁場環境の整備

実行

結果のフィードバック

効率的な漁業･
養殖業生産シ
ステム

海域の生産性
の向上

漁業･養殖業の共同
化･集約化

予報の配信

イルカ型ソナー三陸産のエゾアワビ

（Ｈ２４～２５）

（Ｈ２６～２７）

（Ｈ２８～２９）

研究開発の目的

期待される成果

天然資源への影響を軽減した効率的な漁業・養殖業生産システムの実用化・実証研究

研究内容



研究課題案②：地域資源を活用した省エネ・省コスト・高付加価値型の水産業・

水産加工業の実用化・実証研究 
 

（第１回検討会時名称：地域資源を活用した省エネ・省コスト型水産業の実現に向けた研究） 

 

１ 解決すべき課題 

 

被災地域においては、漁船等生産手段を失った漁業者のリタイアが進む可能性があり、また、漁

業を継続する漁業者についても経営再開に向け生産手段の再整備等のため新たな投資が求められる。

このような状況下では、経営コストを抑えつつ、未利用資源の有効活用など地域の水産資源の効果的

利用や付加価値を高める技術などを導入し、収益性の高い水産業を確立するする必要性が高まってい

る。 

省コスト化において、まずは個別に開発されてきた省エネルギー技術を最適に組み合わせ、漁業・

水産業の省エネルギー化を図るとともに、未利用・低利用水産物の利用促進のための新たな加工技術

や高鮮度・衛生管理技術を活用した付加価値の向上を図る必要がある。 

特に、灯火漁業等エネルギー消費型の漁業において省エネルギー化をはかるとともに、未利用・

低利用水産物の機能性素材への活用や加工の高度化、畜養等による水産資源の高付加価値化等によ

り、コストを増大せず付加価値を高めた水産業を確立する必要がある。 

 

２ 関連技術開発の現状 

 

（１）LED（発光ダイオード）の漁灯への活用、船体改造による航行の省エネルギー化等の個別技術の

開発が進んでいる。 

（２）三陸地域では、鮮魚あるいは冷凍形態での出荷が中心であり、高次加工、高品質化加工が行われ

ていない。 

（３）カタクチイワシ、イサダ等は養殖魚の餌、魚釣り用の撒き餌等に限定的に利用されている。 

（４）西日本ではアジやサバの畜養による高付加価値化が研究されているが、三陸地域では未着手 

 

３ 研究開発の具体的内容 

 

（１）漁業関連先端技術の活用による省エネ・省コスト水産業の実用化・実証 

灯火漁業等における発光ダイオード（ＬＥＤ）の採用や省エネ効果を有する先端的技術を最適

な組み合わせで導入することにより、省エネ化、省コスト化技術体系を確立する。 

なお本研究では、三陸沿岸部における沿岸漁業の中で実証研究を行い、科学的知見に基づく省

エネ・省コスト技術体系を確立し、復興に活用する。 

    

（２）水産資源の加工関連技術先端技術の活用による高付加価値型の水産加工業の実用化・実証 

三陸沿岸部の地域の重要な資源であるサンマ、サケ、ウニ、カタクチイワシ、イサダ等の水産

資源の付加価値を高めるため、省コストで高品質な加工が可能な先端技術を活用し、新たな水産



加工技術を実証する。 

具体的には、サンマ、サケ等を用いた高品質化、高品質加工技術の実用化、実証を進めるとと

もに、カタクチイワシ、イサダ等未利用・低利用資源を中心とした機能性素材化、食品化技術を

実証する。 

また、定置網により漁獲される小型サバ等について高付加価値化する畜養技術等を実証する。 

これらにより、高付加価値型の技術を確立し、復興に活用する。 

    

なお研究開発のうち、現地実証が必要になる場合には、原則、釜石市周辺地域に設定している「研究・

実証地区」にて研究を実施することを標準とする。 

 

（第１回検討会資料の記述） 

三陸沿岸地域で効率的に付加価値を高める水産技術体系及び経営モデル体系を確立するため、以下のよ

うな技術の実証を行う。 

（１）灯火漁業等の総合的な省エネ化研究 

これまでに開発された省エネ効果を有する技術を最適な組み合わせで漁船に導入し、漁船の省エネ

効果を実証する。 

（２）サンマ、サケ、ウニ等の高品質素材化に関する研究 

サケ等を用いたすり身加工技術、通電加熱による冷凍ウニの高品質化、サンマ等の高品質加工技術

等を実証する。 

（３）未利用・低利用資源を中心とした機能性素材化、食品化研究 

機能性成分の抽出・利用技術を活用しカタクチイワシ、イサダ等の低利用資源を対象とした機能性

素材や高付加価値食品の開発を実証する。 

（４）畜養等による水産物の高付加価値化研究 

定置網により漁獲される小型サバ等を高付加価値化する畜養技術等を実証する。 

 

 

４ 研究開発の目標 

 

個別の研究課題の分野ごとの達成目標の水準を以下のとおりとする。本研究の実施により、実証研

究を実施した地域、または三陸沿岸の漁業地域における漁業者や、漁業協同組合などの単位で、東日

本大震災の被災前の漁業に比して、生産コストの半減、もしくは生産コストに対する収益の割合（収

益率）が２倍になるような技術体系の確立を行う。 

 

 

（１）漁業関連先端技術の活用による省エネ・省コスト・高付加価値型の水産業の実用化・実証 

例えば、灯火漁業であれば操業コストの 30％削減、畜養技術であれば定置網の揚網作業と一体

化した高付加価値化技術の確立を目標する。 

 



（２）水産資源の加工関連技術先端技術の活用による高付加価値型の水産加工業の実用化・実証 

例えば、地域の水産資源の加工による高付加価値化、水産物の加工ラインの周年利用による効率

化について、可能な限り定量化した目標を設定する。 

 

なお、研究計画の目標は、個別の要素技術の単純な集合ではなく、個々の要素技術を組み合せた場合

の効果も十分検討することとする。 

 

（第１回検討会資料の記述） 

（１）灯火漁業等の総合的な省エネ化研究 

これまでに開発された個別技術を最適な組み合わせ、漁船の操業コストを 30％程度削減する技術を

開発する。 

（２）サンマ、サケ、ウニ等の高品質素材化に関する研究 

サケ等を用いたすり身加工技術、通電加熱による冷凍ウニの高品質化、EU‐HACCP に適合したサン

マの高品質加工技術等を開発する。 

（３）未利用・低利用資源を中心とした機能性素材化、食品化研究 

カタクチイワシ等の利用技術の開発、イサダ等の低利用資源からの機能性成分の抽出・利用技術の

開発等未利用・低利用資源を組み合わせにより加工ラインの周年利用を確保する。 

（４）畜養等による水産物の高付加価値化研究 

定置網の揚網作業と一体化した畜養システムにより、漁獲される小型サバ等を高付加価値化する畜

養技術を開発する。 

 

５ 研究スケジュール 

具体的な研究スケジュールは公募に基づき提案される研究計画書に基づき研究が推進されること

となるが、概ね以下の形で研究が推進されることを想定している。 

ただし、地域の復興の進展状況、本事業以外の研究・技術開発との連携等に応じ、研究計画の前

倒しや早期終了が検討されることが妥当である。 

 

 第Ⅰ期（H23～H25） 第Ⅱ期（H26～H27） 第Ⅲ期（H28～H29） 

○灯火漁業等の総

合的な省エネ化研

究 

  

試験船確保 

 

実装計画の

検討 

 

実装試験の実施・検証・改善 
 

一般船への実装・効果の

検証 

 

○サンマ、サケ、

ウニ等の高品質素

材化に関する研究 

 

  

試験プラン

トの設置 

 

材料特性の

検討 

 

製造試験の実施・検証・改善による 

高品質化技術の確立 

 

 

材料特性の検討 

 

製品化の検

討 

 

 

製造・販売

の実証 

 

○未利用・低利用

資源を中心とした

機能性素材化、食

 

 

 

試験プラン

トの設置 

 

 

製造試験の実施・検証・改善による 

食品化等技術の確立 

 

 

製品化の検

討 

 

 

製造・販売

の実証 

 



品化研究 材料特性の

検討 
材料特性の検討 

 

○畜養等による水

産物の高付加価値

化研究 

  

畜養対象と

する水産物

の探索・検討

 

 

試験設備の

設置 

 

畜養試験の

開始 

 

畜養試験の実施・サンプル分析による 

評価・改善を通して畜養技術の確立 

 

県内各地へ

の試験導入

６ 研究期間  

  平成２４年度～平成２９年度（最長） 

※ 地域の復興の進展状況、本事業以外の研究・技術開発との連携等に応じ、研究計画の前倒しや

早期終了を図る場合がありうる。 

※ なお、研究開発の目標に対し著しく進捗の悪い課題、十分な成果達成が見込めない課題、研究

全体の成果達成への寄与が不明確な課題については、事業途中で中断する場合がある。 

 

７ 委託研究経費限度額 

 

平成 24 年度における本研究課題に係る研究経費の限度額は［○○○千円］（70,000～100,000 千円）

とする。 

８ その他留意事項 

  

（１）研究成果の普及・実用化を促すため、研究グループには、都道府県普及指導センター、民間企業、

協同組合等、研究成果の普及を担う機関（普及支援組織）の参画をすることが望ましい。 

 

（２）被災地の復興等の動きと整合性の取れた研究開発を行うため、研究推進上必要となる運営委員会

等において農林水産技術会議事務局との間で研究内容について調整する外、岩手県の行政部局や

公設試験場等との連携を図り、そのニーズの把握に努めることとする。 

 

（３）本公募課題の（１）又は（２）の全体をカバーする研究となっていないものの、被災地の復興計

画の加速上、高いニーズが認められる個別要素技術が研究期間の当初又は途中で提案される場合

にあっては、『研究開発の目標』の達成に向けて組合せ・体系化することの有効性等を検討する 

 

（４）採択された研究課題については、定期的に研究評価を実施することとし、評価の結果、進捗の悪

い課題、十分な成果達成が見込めない課題、研究全体の成果達成への寄与が低い課題について見

直しや中止を求めることとなる。その際の判断する根拠として、提案書に記載される『研究開発

の目標』については、委託先および研究計画が決定したのち、その細部について明確化を求める

こととする。 

なお、本研究で導入される先端技術については、技術の導入効果や、経営体における経営への影



響については、「大規模実証研究」とは別に、「技術・経営分析技術開発研究」として評価を行う。

 

 

（５）研究の推進に際しては、他の研究事業との研究計画の重複を排除するとともに、採択後の研究推

進においては、双方の事業の有機的な連携が図られることを求める。 

また、研究計画中の小課題間においても、研究の組合せ等を推進し、個々の技術を体系化する際

に、漁業者等に判りやすい成果になるよう留意する。 

 

（６）技術展開方針検討会は、農業・農村実証研究に係る検討会と、漁業・漁村実証研究の検討会に分

けて、議論がされていることから、それぞれの検討会において出された意見のうち、他の分野の

研究にも反映することが妥当と判断された事項については、当該検討会の外部有識者等の同意を

得て、公募要領において追加的に付記することとする。 

 

（７）研究成果については、被災地域を含め、全国への適切な情報発信に積極的に対応頂く。 

 

  



 

  

漁業･養殖業生産と流通、加工業を一体的に省エネ化させることにより、①省エネ・高付加価

値型の水産物供給システムの構築、②消費者ニーズ（国内、輸出）にマッチした水産物供給を実

現し、安定的な食料供給と６次産業化を推進。

漁業･養殖業における生産、流通、加工の一体的省エネ化技術、省エネ・高付加価値型の

水産物供給システムの構築、及び内外の消費ニーズに合致した水産物供給システムの確立。

安定的な食料供給と６次産業化の推進に貢献するとともに、当該技術を全国に普及。

参画予定機関：水産総合研究センター、公設試、
漁業協同組合、民間企業、大学 等

 生産、流通、加工を一体的に省エネ
化させるシステムの導入
 LED技術等を活用した漁船漁業、種苗
生産の省エネ化システムの導入

 低利用、未利用資源の利用・高付加価
値化技術
 機能性成分の利用技術の実証

 漁船漁業、種苗生産等における省エネ
効果の実証

 省エネ型、高付加価値型の水産物生
産システムの導入による安定的な食料供
給システムの実現

低コストで消費者ニーズにマッチした
水産物の供給

安定的な水産物供給シ
ステムの実現

漁村の６次産業化
の推進

生
産･
流
通･

加
工
を
一
体
的
に
省
エ
ネ
化

（Ｈ２４～２５）

（Ｈ２６～２７）

（Ｈ２８～２９）

研究開発の目的

期待される成果

地域資源を活用した省ｴﾈ・省ｺｽﾄ・高付加価値型の水産業・水産加工業の実用化・実証研究

研究内容



研究課題案③：自然エネルギーを利用した漁村のスマートコミュニティ化技術

実用化・実証研究 

１ 解決すべき課題 

 

東日本大震災で被災した地域では、長時間の停電により、港湾地域の魚市場等の冷蔵庫が停止し、

漁獲水産物に大量の損出が出るとともに、多くの通信手段がダウンし、深刻な問題となった。 

このため、被災地の復興を進めるにあたっては、災害に強い形で新しい水産業の再生を図る必要が

ある。 

また、近年、小水力発電、太陽光発電等再生可能エネルギーの発電コストが下がっており、これら

エネルギーの漁業・水産加工業等での利用も手が届くところとなっている。 

このため、地域独立型の電力の活用等により、水産業のライフラインである冷蔵・冷凍設備、水産

業・養殖業等の展開に必要な電力を災害下でも確保したり、災害時の緊急対応用に活用したりするシ

ステムを確立するとともに、自然エネルギーを利用した漁村のスマート・コミュニティ化を推進する

ことが重要となる。 

このため、これに必要な技術開発を蓄積し、水産分野に限らないまちづくりの中で、水産分野にお

いても災害に強いスマート・コミュニティ化、スマート・ビレッジ化を実現する必要がある。 

 

２ 関連技術開発の現状 

 

（１）漁村地域の復興のための、再生可能エネルギーを用いた発電・蓄電システム開発の検討が進んで

いる。 

（２）地域独立型の電力を活用した災害に強い水産技術体系の確立として、太陽光、風力等再生可能エ

ネルギーにかかる個々の技術の開発は進んでいるが、漁村や漁港施設に適した発電・送電・活用

システム開発は未着手である。 

 

３ 研究開発の具体的内容 

 

（１）漁業・漁村のスマート・コミュニティ化による災害に強い水産技術体系の実用化・実証研究 

漁村のスマート・コミュニティ化を実現するため、漁村、漁港施設における電力需要量及び需

要特性を把握するとともに、既存の電力に加え、小水力、風力、潮力発電等の再生可能エネルギ

ーを活用する観点から、これらの発電の特性や蓄電・送電の可能性を総合的に評価し、漁村や漁

港施設に適した省エネ型の発電・送電・活用システムを構築し、実証する。なお、近年開発が進

む電気自動車や電気船等の水産業への活用についても考慮する。 

また、冷蔵・冷凍設備等の災害時における電力のバックアップ・システム等の実用化・実証を

行う。 

なお、研究開発のうち、現地実証が必要になる場合には、釜石市周辺地域に設定している「研

究・実証地区」にて実証研究を行い、漁村のスマートコミュニティ化技術体系を確立し、復興に

活用する。 



 

 

 

（第１回検討会資料の記述） 

（１）再生可能エネルギーを用いた発電・蓄電・活用システムの開発 

漁村のスマート・コミュニティー化を実現するため、漁村、漁港施設における電力需要量及び需要特性

を把握するとともに、既存の電力に加え、小水力、風力、潮力発電等の再生可能エネルギーを活用する

観点から、これらの発電の特性や蓄電・送電の可能性を総合的に評価し、漁村や漁港施設に適した省エ

ネ型の発電・送電・活用システムを構築し、実証する。なお、近年開発が進む電気自動車や電気船等の

水産業への活用についても考慮する。 

 

（２）地域独立型の電力を活用した災害に強い水産技術体系の確立 

水産業のライフラインである冷蔵・冷凍設備等の電源を災害下においても確保し得るよう、小水力、風

力、潮力発電等の地域独立型の電力を活用したバックアップ電力の供給システムを開発し実証する。  

 

４ 研究開発の目標 

 

 個別の研究課題の分野ごとの達成目標の水準を以下とする。本研究の実施により、実証研究を実施し

た地域、または三陸沿岸の漁業地域における漁業者や、漁業協同組合などの単位で、東日本大震災の被

災前の漁業に比して、生産コストの半減、もしくは生産コストに対する収益の割合（収益率）が２倍に

なるような技術体系の確立を行う。 

 

 また、本研究の実施により、実証研究を実施した地域、または三陸沿岸の漁業地域において、漁業者

や、漁業協同組合、水産物加工業者などの単位で、東日本大震災の被災前の技術体系に比して、一定時

間の送電停止等の災害時に想定される水産物・水産加工品の被害規模が半減する。または、使用する系

統電力や重油等のエネルギーの使用量を半減する等、スマートコミュニティ・スマートコミュニティ化

が達成された際の判りやすい目標を定めつつ、本研究事業以外のまちづくり等の進展による効果等も取

り込みつつ、同目標に対する研究開発を推進する。 

 

 

（第１回検討会資料の記述） 

（１）漁村に適した再生可能エネルギー等の利用技術の開発 

小水力、小風力等の組み合わせにより電力の安定供給を可能とするシステムを構築する。常時の

省エネ化を可能とするスマートシステムを構築する。 

（２）地域独立型の電力を活用した災害に強い水産技術体系の確立 

小水力発電、風力発電等の地域独立型の電力の活用により、水産業のライフラインである冷蔵・

冷凍設備の電源を災害下でも確保しうるシステムを開発する。 

 



 

 

５ 研究スケジュール 

 

 具体的な研究スケジュールは公募に基づき提案される研究計画書に基づき研究が推進されることと

なるが、概ね以下の形で研究が推進されることを想定している。 

ただし、地域の復興の進展状況、本事業以外の研究・技術開発との連携等に応じ、研究計画の前倒し

や早期終了が検討されることが妥当である。 

 

 第Ⅰ期（H23～H25） 第Ⅱ期（H26～H27） 第Ⅲ期（H28～H29） 

○再生可能エネルギ

ーを用いた発電・蓄

電・活用システムの

開発 

  

漁村に適した発電 

システムの分析 

 

漁村、漁港施設の電力 

需要量特性等を分析 

 

漁村に適し

た発電シス

テムの試験

導入・運用

 

 

発電システ

ムの評価・

自給システ

ムへの統合 

 

 

自給システ

ムへの統合

技術の改善 

 

 

本格導入 

 

○災害に強い地域独

立型の電力自給シス

テムの開発 

  

水産施設に

おける電力

需要の分析

省電力化手

法の検討 

 

 

試験システ

ムの構築・

稼働 

 

 

試験システムの改善 

 

 

システムの

評価・提案 

本格導入に

向けた条件

整理 

 

 

６ 研究期間  

    平成２４年度～平成２９年度（最長） 

※ 地域の復興の進展状況、本事業以外の研究・技術開発との連携等に応じ、研究計画の前倒しや

早期終了を図る場合がありうる。 

※ なお、研究開発の目標に対し著しく進捗の悪い課題、十分な成果達成が見込めない課題、研究

全体の成果達成への寄与が不明確な課題については、事業途中で中断する場合がある。 

 

７ 委託研究経費限度額 

 

平成 24 年度における本研究課題に係る研究経費の限度額は［○○○千円］（30,000～40,000 千円）

とする。 



８ その他留意事項 

  

（１）研究成果の普及・実用化を促すため、研究グループには、都道府県普及指導センター、民間企

業、協同組合等、研究成果の普及を担う機関（普及支援組織）の参画をすることが望ましい。 

 

（２）被災地の復興等の動きと整合性の取れた研究開発を行うため、研究推進上必要となる運営委員

会等において農林水産技術会議事務局との間で研究内容について調整する外、岩手県の行政部局

や公設試験場等との連携を図り、そのニーズの把握に努めることとする。 

 

（３）本公募課題の全体をカバーする研究となっていないものの、被災地の復興計画の加速上、高い

ニーズが認められる個別要素技術が研究期間の当初又は途中で提案される場合にあっては、『研究

開発の目標』の達成に向けて組合せ・体系化することの有効性等を検討する。 

 

（４）採択された研究課題については、定期的に研究評価を実施することとし、評価の結果、進捗の

悪い課題、十分な成果達成が見込めない課題、研究全体の成果達成への寄与が低い課題について

見直しや中止を求めることとなる。その際の判断する根拠として、提案書に記載される『研究開

発の目標』については、委託先および研究計画が決定したのち、その細部について明確化を求め

る。 

なお、本研究で導入される先端技術については、技術の導入効果や、経営体における経営への影

響については、「大規模実証研究」とは別に、「技術・経営分析技術開発研究」として評価を行う。

 

（５）研究の推進に際しては、他の研究事業との研究計画の重複を排除するとともに、採択後の研究推

進においては、双方の事業の有機的な連携が図られることを求める。 

また、研究計画中の小課題間においても、研究の組合せ等を推進し、個々の技術を体系化する際

に、漁業者等に判りやすい成果になるよう留意する。 

 

（６）技術展開方針検討会は、農業・農村実証研究に係る検討会と、漁業・漁村実証研究の検討会に分

けて、議論がされていることから、それぞれの検討会において出された意見のうち、他の分野の

研究にも反映することが妥当と判断された事項については、当該検討会の外部有識者等の同意を

得て、公募要領において追加的に付記することとする。 

 

（７）研究成果については、被災地域を含め、全国への適切な情報発信に積極的に対応頂く。 

 

 



 

 

 東日本大震災では、漁港施設のライフラインである冷蔵庫、冷凍庫の停電により保管水産物
の大量廃棄が生じ、製氷機能の喪失により市場の再開が遅延

漁港施設（冷蔵庫、冷凍庫）を中心とした電力自給システムの開発、災害に備えた地域独立型
の電力供給システムの構築、サケ等の重要水産資源の遡上等を阻害しない小水力発電方式の
開発を実施。

災害に備えた独立型の電力自給・供給システムの構築、

サケの遡上等を阻害しない小水力発電方式の確立。

停電の発生時等において、冷蔵庫、冷凍庫の製氷機能を維持することによる
漁業資源の腐敗損害等の回避に貢献。

参画予定機関：新エネルギー・産業技術総合開発機構、
民間企業、水産総合研究センター、
大学、公設試、他

 地域特性に応じた最適な再生
可能エネルギーの選択と組合せ
技術の開発

 津波、大雪等の災害に備えた
地域独立型電力供給システムの
構築

 サケ等の生物の遡上を妨げな
い小水力発電技術の開発

 再生可能エネルギーの安定供
給･利用技術の実証
 冷蔵庫、冷凍庫への電力を自
給するシステムの実証

 災害に強い自立型電力供給シ
ステムの実現

センサー
ネット
ワーク

風力発
電

太陽光
発電

小水力
発電

魚市場・冷蔵庫

一般家庭・企業

売電・購入

電
力
会
社

漁港施設への
太陽電池の設置

（Ｈ２４～２５）

（Ｈ２６～２７）

（Ｈ２８～２９）

研究開発の目的

期待される成果

自然エネルギーを利用した漁村のスマートコミュニティ化技術実用化・実証研究

研究内容


